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ことができないという規定がある以上、大きく刑法の内容を変更することはできず、刑法
各論の内容を若干変更することができるに過ぎないと考えられるため、それほど大きな意
味がある規定とも考えられない。
　それにも関わらず、訴追時効制度と97年刑法第90条にいかに正当性を与えるかという
視点で論じているために、前節で検討したように、黄暁亮他書の内容は疑義ばかりが噴出
するのだろう。
４．結びにかえて
　ここでは、これまでの議論を総括して本稿なりの結論を述べたい。２．では、漢族およ
び中国の少数民族には公訴時効的な慣習は持っていないことを明らかにした。このことを
根拠に、97年刑法第90条を用いれば、少数民族自治地方では法律上の訴追時効制度を適
用しないようにすることができる。もちろん、黄暁亮他書は「国家の求刑権の侵害」と指
摘するが、訴追時効制度を適用しないようにする変通規定なら、求刑権の侵害とならない
ため、理論上は可能であろう。しかし、漢族も同様に公訴時効的な慣習は持っていないの
であり、少数民族自治地方が訴追時効制度を適用しないような変通規定を設けた場合、漢
族の慣習が尊重されていないという問題が生じうる。その意味では、公訴時効的慣習のな
い中国に、訴追時効制度と少数民族に対する慣習尊重の規定を置くことは、論理矛盾を起
こし両立しえない。
　ところで、１．（1）でも挙げた両少一寛政策に関し、筆者は「中国政府にとって少数民
族の不満と漢族の社会不安では少数民族の不満の方が慎重に取り扱わなければならない
ものだからと考えられる」と指摘したことがある64。漢族の慣習が尊重されていないとい
う問題も、この指摘と同様であると考えられる。既に、３．（3）で述べたように、97年刑
法第90条は、少数民族に対し配慮していると宣言するために存在していると考えられる
が65、漢族の慣習に対し配慮がないとの不満は、少数民族の不満に比べると慎重に取り扱
うべき度合いは低く、重要視されていないということである66。つまり、論理的に言えば
訴追時効制度と少数民族に対する慣習尊重の規定は両立しえないが、少数民族に強く配慮
し、漢族への配慮を重要視していないため、少数民族に配慮しているとの条文は必須であ
り、無理やり併存させているのである。そして、このような点を指摘せず、両者の併存は
あり得、法制度全体に問題はないと述べようとしたのが黄暁亮他書ということになろう。
64　高橋孝治・前掲註（1）91頁。
65　少数民族の間で犯罪が起こり、中国の公安や人民法院が政府法に則り処理をしようとしても、当
該少数民族らが自分たちの慣習に則った処理をするよう求め続ける例などが報告されているなど、
中国少数民族はいまだ独自の慣習の中で生活している（西村幸次郎・前掲註（7）99頁）。
66　西村幸次郎・前掲註（7）110頁。
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しかし、その黄暁亮他書も精査すると無理のある論となっていたと評価できる。
　もっとも、訴追時効制度自体、97年刑法第88条の「立案捜査を始めた後、または人民
法院が事件を受理した後、捜査または裁判から逃れた場合は、訴追時効の制限を受けない」
との規定により、時効の完成が認められにくい制度となっている67。このことから、条文
はあっても訴追時効の完成はあまり認められないものであり、その意味では漢族や中国の
少数民族の「一定の時の経過によって過去の犯罪を裁かない」ことはしていないという慣
習は結果として守られているとも言える。しかし、理論的に見ると本稿が指摘したように、
少数民族に配慮していることを宣言して少数民族の不満を薄めるために、本来両立しえな
い訴追時効制度と少数民族自治地方における変通規定が79年刑法時代から一貫して政治
的に規定されていると言える。
キーワード　中国法、少数民族慣習法、刑事法、公訴時効制度、アジア法、国家法と慣習
法の衝突
（TAKAHASHI  Koji）
67　高橋孝治・前掲註（56）83頁。また、形式的には時効が完成していても、それを無視して有罪と
する例も存在する（高橋孝治「中国で公訴時効（訴追時効）の運用が問題となるある裁判の分析」
『東アジア研究』（21号）東アジア学会、2017年、55頁。

